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○「物流の2024年問題」アンケート調査の実施（2024.9）
→関係法令施行後の県内運送事業者の対応状況について会員事業者に対してアンケートを実施。
調査実施：令和6年9月 回答数：166社

「物流の２０２４年問題」アンケート調査の実施

○「モノが届かなくなる!?待ったなし!!物流2024年問題対策セミナー（R6.11.19）
→主催：三井住友海上火災保険(株)
後援（一社）宮崎県トラック協会 宮崎県中小企業中央会
・「物流の2024年問題」について

講師：宮崎運輸支局
・モノが届かなくなる!?待ったなし!!物流「2024年問題」対策

講師：MS&AD経営サポートセンター

2024年問題対策セミナー
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○「物流の２０２４年問題に係る緊急対応ネットワーク会議」（R６.7.30）
→会員事業者が2024年問題等への対応において抱える経営改善、運賃交渉、人材育成、事業承継等の問題解決を図るため、
県内の経営改善支援機関や民間の金融機関などの協力・支援を受けて「物流の2024年問題に係る緊急対応ネットワーク会
議」を発足。

《構成機関》
・宮崎県事業継承・引き継ぎ支援センター ・宮崎県よろず支援拠点 ・（一社）宮崎県中小企業診断士協会
・㈱商工組合中央金庫宮崎支店 ・G.S.ブレインズコンサルティング㈱

荷 主
交 渉
支 援

（公社）全日本トラック協会

物流の２０２４年問題緊急対応事業
① 運賃交渉等相談支援事業
② 経営診断受診促進事業
③ 県トラック協会の創意工夫事業

（一社）宮崎県トラック協会

県ト協の業務
① ネットワーク会議の事務局
＜各機関との連絡・調整、予算執
行、定例会等の開催＞

② 活動・支援等の広報・周知
＜協会ＨＰ、広報誌等＞

③ 各支援機関の活動への協力
＜合同相談会、セミナー開催＞

地方適正化事業実施機関
① 適正化指導員６名による会員事
業所への巡回指導
② 巡回事業所へのネットワーク会
議の活動案内と相談項目等の把握

全ト協指定コンサルタント
（７名確保）

◇ トラック運送業の原価計
算手法を熟知

◇ 「標準的な運賃」の内容
仕組み等を理解

◇ 働き方改革関連法及び
「物流の２０２４年問題」
を理解

◇ 県ト協の研修・コンサル
の実績有り

(一社)宮崎県中小企業
診断士協会

＜中小企業診断士５８名＞

Ｇ．Ｓ．ブレインズ
コンサルティング(株)
＜税理士・経営コンサルタント＞

宮崎県事業承継・
引継ぎ支援センター
＜弁護士・公認会計士等１８名＞

(株)商工組合中央金庫
宮崎支店

＜本店産業戦略＞

宮崎県よろず支援拠点
＜中小企業庁の無料経営相談所

専門家２２名＞

経 営
診 断
コンサル

原価計
算・運
賃交渉

事業
承継

融 資
伴 走
支 援

融 資
承 継
支 援

セミナー
個 別
相談会

経営診
断・改
善支援

トラック運送事業者の持続可能な経営に向けた総合的な支援対策

助
言
・
指
導

「物流の２０２４年問題に係る緊急対応ネットワーク会議」
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物流の２０２４年問題等課題解決のための「合同セミナー＆個別相談会」
○ 「物流の２０２４年問題等課題解決のための「合同セミナー＆個別相談会」（R7.3.18～19）
→ネットワーク会議の参加機関、相談機関等の協力のもと、「合同セミナー＆個別相談会」を開催し、
運送事業者が自ら率先して自社の問題解決に向け相談する機運醸成を図った。

3/18 セミナー75社131名 個別相談会 9社14名
3/19 セミナー18社 38名 個別相談会10社15名
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物流の2024年問題解決に向けた都道府県トラック協会等による創意工夫事業

○「物流の2024年問題解決に向けた都道府県トラック協会等による創意工夫事業（R7.3.26）
→宮崎県外向け青果物出荷における新輸送の仕組み構築プロジェクト（現状把握）

・中国地方市場向け青果物輸送ルートに課題。実証実験を通じて課題解決策を検討。
・2024年12月～2025年1月にかけ、計13日間、27件について運行時間の課題、集約の
余地・効果の有無を確認。
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九州ブロック飼料・畜産輸送部会

○九州ブロック飼料・畜産輸送部会（R6.10.30）
→九州ブロック飼料・畜産部会員、農水省、九州農政局、宮崎運輸支局、宮崎県、飼料メーカー、
生産関係団体他 103名参加

合同研修会、意見交換、共同宣言の採択
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新しい「標準的な運賃」活用セミナー

→令和6年3月に告示された「標準的な
運賃」の活用や
令和6年6月に改正された
標準貨物自動車運送約款の
解説セミナーを開催。

○ 新しい「標準的な運賃」活用セミナー（R6.10.18）

講師：日本PMIコンサルティング
㈱小坂真弘氏 26名参加
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「標準的な運賃」に係る荷主への要請活動

○ 「標準的な運賃」に係る荷主への要請活動
→九州トラック協会で作成したトラック業界の現状や標準的な運賃の告示内容を網羅したパンフレット
（2024年度版）5,000部を作成し、会員事業所や荷主等へ配布し、適正運賃収受を推進した。


